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本報告は，海外子会社の製品開発活動の成果生成プロセスに関する海外子会社内部の要因と分析

枠組を検討することを研究の目的としている．

企業間の競争がグローバル化し，知識の国際的な分散が進む今日，製品開発拠点として製品開発を

担う海外子会社の重要性が高まっている．海外子会社は，多国籍企業の内部環境と現地環境の２つの

環境に直面する．そのため，双方の環境から，製品開発のインプットとなる知識を獲得して活用できる．ま

た，その成果は必要に応じて，現地市場のみならず多国籍企業内全体でグローバルにも活用できる．こ

の点は，国内企業にはない多国籍企業および海外子会社ならではの優位性である．

しかしながら，海外子会社は，多国籍企業全体としての整合性と効率性を確保しながら，現地環境へ

適応しなければならない．また，海外子会社の製品開発には，もともとは本国親会社が本国で実施して

いた活動を移転し，本国とは異質な現地環境において実施するという課題もともなう．海外子会社の製品

開発は優位性を有する一方で，その優位性を享受するためにはより複雑なマネジメントを要するという特

有の経営課題がある．したがって，製品開発拠点としての海外子会社が，いかにして製品開発成果を生

み出し，それをいかにしてグローバルに活用するかは，理論的にも実践的にも重要な研究課題であると

考えられる．

海外子会社による製品開発活動を個別かつ実証的に分析した研究は，製品開発に関する視点によっ

て①活動の変化に着目した研究（Ronstadt，1977，1978 ほか），②インプットに着目した研究（Pearce 
& Singh，1992 ほか），③アウトプットに着目した研究（Bartlett & Ghoshal，1989 ほか），④活動の変

化プロセスに着目した研究（吉原，1992 ほか）の大きく４つに分類できる．

これらの先行研究を検討した結果，海外子会社の製品開発活動がグローバルな成果を生成するまで

の変化プロセスは，多国籍企業内部の環境と現地環境の双方の観点から詳細に分析されていないこと

が明らかになった．このことは，上述した多国籍企業および海外子会社の優位性，それを実現するため

の海外子会社特有の経営課題の観点からは，海外子会社の製品開発活動は充分に解明されていない

ことを意味している．

以上の研究課題を踏まえて，多田（2011，2014 ほか）では，Schmid & Schurig（2003）を出発点とし

た分析枠組にもとづき主に次の３点を分析した．第１に，多国籍企業要因と現地環境要因およびその各

構成要素が，海外子会社の製品開発活動に及ぼす影響である．第２に，この影響過程における両要因

の各構成要素の相互作用である．第３に，これらの影響にもとづく製品開発活動が，製品開発成果に及

表 海外子会社の製品開発成果のフェーズ

フェーズ１ 海外子会社が，現地市場へ本国親会社製品を改良し導入する段階

フェーズ２ 海外子会社が，現地市場へ自主開発製品を導入する段階

フェーズ３ 海外子会社が，現地市場へ多くの自主開発製品を導入する段階

フェーズ４ 海外子会社が，現地市場へ多くの自主開発製品を導入し，かつ他国市

場向けの製品開発を実施する段階



ぼす影響である．また，海外子会社の製品開発活動がグローバルな成果を生成するまでのプロセスを分

析するために，表に示す４つの製品開発成果のフェーズを定義し，分析を行った．

海外子会社３社の事例分析および事例間の比較分析の結果，主に次の２点が明らかになった．第１に，

多国籍企業要因と現地環境要因の構成要素には，①すべてのフェーズの製品開発成果の生成を促進

する要因，②フェーズ１の成果生成を促進する要因，③フェーズ２と３の成果生成を促進する要因，④

フェーズ２と３の成果生成を抑制する要因，⑤フェーズ４の成果生成を促進する要因が存在する．

第２に，海外子会社の製品開発活動がグローバルな成果を生成するためには，ⅰ）多国籍企業の内

部環境の各構成要素と連携した内部ネットワーク型製品開発活動から内外ネットワーク型製品開発活動

へと移行するパターンと，ⅱ）現地環境要因の各構成要素と関係を築いた外部ネットワーク型製品開発活

動から内外ネットワーク型製品開発活動へと移行するパターンの２つが考えられる．

以上の通り，海外子会社の製品開発活動における多国籍企業内部と現地環境の活用のあり方を考察

した．しかしながら，多国籍企業内外の環境を活用し，かつ成果を生成する主体である海外子会社内部

の要因の分析，それにもとづく分析枠組の検討などが，今後の研究課題の１つとして残されてきた．

そこで，本報告では，海外製品開発拠点の成功事例である日本コカ・コーラおよび住友スリーエムの

事例研究を通じて，海外子会社内部の要因を分析する．両社は，ともにグループ内最大級の海外製品

開発拠点として日本市場のみならず多国籍企業内にも活用される製品，すなわちフェーズ４の製品開発

成果を生み出す海外子会社である．本報告では，両社の事例分析と比較分析の結果にもとづき，内部

ネットワーク型製品開発活動，外部ネットワーク型製品開発活動，内外ネットワーク型製品開発活動にお

ける海外子会社内部の組織要因の分析を試みる．また，以上の結果を踏まえて，海外子会社の製品開

発活動の成果生成プロセスに関する分析枠組を検討する．
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